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◇ 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

職員のより柔軟な働き方の推進を図る観点から、公務の運営に支障がないと認める場合には、職

員の申告を経て、週休日のほかに当該職員の勤務時間を割り振らない日を設け、又は当該職員の

勤務時間を割り振ることができることとするとともに、所要の改正等を行いました。（第３条～

第６条、第８条の２、第８条の４及び第１９条の２関係） 

２ 施行期日 

公布の日から施行します。 

◇ 和歌山県税条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

福祉対策等の財源の一部に充てるために県民税の法人税割の税率の特例措置を令和１３年３月３

１日まで延長するとともに、地方税法の一部改正に伴う所要の改正を行いました。（第１８条及

び附則第１４項の３関係） 

２ 施行期日 

公布の日から施行します。ただし、第１８条第３項の改正規定は、令和８年４月１日から施行し

ます。 

◇ 和歌山県本人確認情報等の利用及び提供に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

住民基本台帳法の一部改正等に伴い、所要の改正を行いました。（別表第１及び別表第２関係） 

２ 施行期日 

公布の日から施行します。 

◇ 和歌山県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番

号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正等に伴い、 

所要の改正を行うこととしました。（別表第１及び別表第２関係） 
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２ 施行期日 

公布の日から起算して３月を超えない範囲内において規則で定める日から施行します。 

◇ 和歌山県地域振興基金の設置、管理及び処分に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

和歌山県地域振興基金について、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に要する経費の財源に充

てることができることとするとともに、地方創生応援税制に係る寄附金の積立てをすることがで

きることとしました。（第１条関係） 

２ 施行期日 

公布の日から施行します。 

◇ 警察職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

警察官の給与について、在宅勤務等手当を新設するとともに、職員の勤務時間、休暇等に関する

条例の一部改正に伴う所要の改正を行いました。（第１０条、第１１条、第１３条、第１３条の

３、第１５条、第１７条の２及び第１９条関係） 

２ 施行期日 

公布の日から施行します。 

 

    条     例 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和７年10月３日 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 

和歌山県条例第51号 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年和歌山県条例第６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（週休日及び勤務時間の割振り等） 
第３条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間
を割り振らない日（第３項及び第５条第２項に
おいて読み替えて準用する同条第１項の規定に
よるものを除く。）をいう。以下同じ。）とす
る。ただし、任命権者は、育児短時間勤務職員
等については、必要に応じ、当該育児短時間勤
務等の内容に従いこれらの日に加えて月曜日か
ら金曜日までの５日間において週休日を設ける
ものとし、定年前再任用短時間勤務職員及び任
期付短時間勤務職員については、日曜日及び土
曜日に加えて月曜日から金曜日までの５日間に
おいて週休日を設けることができる。 

２ 略 
３ 任命権者は、職員（人事委員会規則で定める
職員及び次条の規定の適用を受ける職員を除く
。以下この項において同じ。）について、職員
の申告を考慮して、第１項の規定による週休日
のほかに当該職員の勤務時間を割り振らない日
を設け、又は当該職員の勤務時間を割り振るこ
とが公務の運営に支障がないと認める場合には
、前項の規定にかかわらず、人事委員会規則の
定めるところにより、職員の申告を経て、４週 

（週休日及び勤務時間の割振り） 
第３条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間
を割り振らない日をいう。以下同じ。）とする
。ただし、任命権者は、育児短時間勤務職員等
については、必要に応じ、当該育児短時間勤務
等の内容に従いこれらの日に加えて月曜日から
金曜日までの５日間において週休日を設けるも
のとし、定年前再任用短時間勤務職員及び任期
付短時間勤務職員については、日曜日及び土曜
日に加えて月曜日から金曜日までの５日間にお
いて週休日を設けることができる。 

 
 
２ 略 
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間を超えない範囲内で週を単位として人事委員
会規則で定める期間ごとの期間につき前条第１
項に規定する勤務時間となるように、第１項の
規定による週休日のほかに当該職員の勤務時間
を割り振らない日を設け、又は当該職員の勤務
時間を割り振ることができる。 

 
第４条 任命権者は、公務の運営上の事情により
特別の形態によって勤務する必要のある職員に
ついては、前条第１項及び第２項の規定にかか
わらず、週休日及び勤務時間の割振りを別に定
めることができる。 

２ 略 
 
（週休日の振替等） 

第５条 任命権者は、職員に第３条第１項又は前
条の規定により週休日とされた日において特に
勤務することを命ずる必要がある場合には、人
事委員会規則の定めるところにより、第３条第
２項若しくは第３項又は前条の規定により勤務
時間が割り振られた日（以下この項において「
勤務日」という。）のうち人事委員会規則で定
める期間内にある勤務日を週休日に変更して当
該勤務日に割り振られた勤務時間を当該勤務す
ることを命ずる必要がある日に割り振り、又は
当該期間内にある勤務日の勤務時間のうち４時
間若しくは３時間45分を当該勤務日に割り振る
ことをやめて当該４時間若しくは３時間45分の
勤務時間を当該勤務することを命ずる必要があ
る日に割り振ることができる。 

２ 前項の規定は、職員に第３条第３項の規定に
より勤務時間を割り振らない日とされた日にお
いて特に勤務することを命ずる必要がある場合
について準用する。この場合において、前項中
「週休日に」とあるのは、「勤務時間を割り振
らない日に」と読み替えるものとする。 

 
（休憩時間） 

第６条 略 
２ 前項の休憩時間は、次に掲げる場合には、人
事委員会規則で定めるところにより、一斉に与
えないことその他の休憩時間の基準について別
段の定めをすることができる。 
(１)・(２) 略 
(３) 職員からの申告を考慮して休憩時間を置く

ことが適当である場合 
 
（育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務） 

第８条の２ 任命権者は、次に掲げる子（育児休
業法第２条第１項に規定する子をいう。以下こ
の項、次条第１項から第３項まで、第17条第１
項及び第19条の２第２項において同じ。）のあ
る職員（第３条第３項の規定により勤務時間を
割り振られた職員を除く。）が、人事委員会規
則で定めるところにより、当該子を養育するた
めに請求した場合には、公務の運営に支障があ
る場合を除き、人事委員会規則で定めるところ
により、当該職員に当該請求に係る早出遅出勤
務（始業及び終業の時刻を、職員が育児又は介
護を行うためのものとしてあらかじめ定められ
た特定の時刻とする勤務時間の割振りによる勤
務をいう。第３項において同じ。）をさせるも
のとする。 
(１) 小学校就学の始期に達するまでの子 
 
(２) 小学校、義務教育学校の前期課程又は特別

支援学校の小学部に就学している子 
 

２ 前項（各号を除く。）の規定は、第15条第１ 

 
 
 
 
 
 
 
第４条 任命権者は、公務の運営上の事情により
特別の形態によって勤務する必要のある職員に
ついては、前条の規定にかかわらず、週休日及
び勤務時間の割振りを別に定めることができる
。 

２ 略 
 
（週休日の振替等） 

第５条 任命権者は、職員に第３条第１項又は前
条の規定により週休日とされた日において特に
勤務することを命ずる必要がある場合には、人
事委員会規則の定めるところにより、第３条第
２項又は前条の規定により勤務時間が割り振ら
れた日（以下この条において「勤務日」という
。）のうち人事委員会規則で定める期間内にあ
る勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り
振られた勤務時間を当該勤務することを命ずる
必要がある日に割り振り、又は当該期間内にあ
る勤務日の勤務時間のうち４時間若しくは３時
間45分を当該勤務日に割り振ることをやめて当
該４時間若しくは３時間45分の勤務時間を当該
勤務することを命ずる必要がある日に割り振る
ことができる。 

 
 
 
 
 
 
 
（休憩時間） 

第６条 略 
２ 前項の休憩時間は、次に掲げる場合には、人
事委員会規則で定めるところにより、一斉に与
えないことができる。 

 
(１)・(２) 略 

 
 
 
（育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務） 

第８条の２ 任命権者は、次に掲げる職員が、人
事委員会規則で定めるところにより、当該子（
育児休業法第２条第１項に規定する子をいう。
以下この項、次条第１項から第３項まで、第17
条第１項及び第19条の２第２項において同じ。
）を養育するために請求した場合には、公務の
運営に支障がある場合を除き、人事委員会規則
で定めるところにより、当該職員に当該請求に
係る早出遅出勤務（始業及び終業の時刻を、職
員が育児又は介護を行うためのものとしてあら
かじめ定められた特定の時刻とする勤務時間の
割振りによる勤務をいう。第３項において同じ
。）をさせるものとする。 

 
 

(１) 小学校就学の始期に達するまでの子のある
職員 

(２) 小学校、義務教育学校の前期課程又は特別
支援学校の小学部に就学している子のある職
員であって、人事委員会規則で定めるもの 

２ 前項（各号を除く。）の規定は、第15条第１ 
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項に規定する要介護者を介護する職員について
準用する。この場合において、前項中「次に掲
げる子（育児休業法第２条第１項に規定する子
をいう。以下この項、次条第１項から第３項ま
で、第17条第１項及び第19条の２第２項におい
て同じ。）」とあるのは「第15条第１項に規定
する要介護者」と、「当該子を養育」とあるの
は「当該要介護者を介護」と読み替えるものと
する。 

 
３ 略 
 
（超勤代休時間） 

第８条の４ 任命権者は、職員の給与に関する条
例（昭和28年和歌山県条例第51号）第17条第４
項、教育職員の給与に関する条例（昭和28年和
歌山県条例第52号）第17条第４項、警察職員の
給与に関する条例（昭和29年和歌山県条例第21
号）第15条第４項及び市町村立学校職員の給与
に関する条例（昭和28年和歌山県条例第53号）
第17条第４項の規定により超過勤務手当を支給
すべき職員に対して、人事委員会規則の定める
ところにより、当該超過勤務手当の一部の支給
に代わる措置の対象となるべき時間（以下「超
勤代休時間」という。）として、人事委員会規
則で定める期間内にある勤務日等（第３条第２
項若しくは第３項、第４条又は第５条の規定に
より勤務時間が割り振られた日をいう。第10条
第１項において同じ。）（第10条第１項に規定
する休日及び代休日を除く。）に割り振られた
勤務時間の全部又は一部を指定することができ
る。 

２ 略 
 
（妊娠又は出産等についての申出をした職員等
に対する意向確認等） 

第19条の２ 任命権者は、職員の育児休業等に関
する条例（平成４年和歌山県条例第９号）第35
条第１項の措置を講ずるに当たっては、同項の
規定による申出をした職員（以下この項におい
て「申出職員」という。）に対して、次に掲げ
る措置を講じなければならない。 
(１) 略 
(２) 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申

出（次項第２号、次条及び第19条の４におい
て「請求等」という。）に係る申出職員の意
向を確認するための措置 

(３) 略 
２・３ 略 

項に規定する要介護者を介護する職員について
準用する。この場合において、前項中「次に掲
げる職員が、人事委員会規則で定めるところに
より、当該子（育児休業法第２条第１項に規定
する子をいう。以下この項、次条第１項から第
３項まで、第17条第１項及び第19条の２第２項
において同じ。）を養育」とあるのは「第15条
第１項に規定する要介護者のある職員が、人事
委員会規則で定めるところにより、当該要介護
者を介護」と読み替えるものとする。 

３ 略 
 
（超勤代休時間） 

第８条の４ 任命権者は、職員の給与に関する条
例（昭和28年和歌山県条例第51号）第17条第４
項、教育職員の給与に関する条例（昭和28年和
歌山県条例第52号）第17条第４項、警察職員の
給与に関する条例（昭和29年和歌山県条例第21
号）第15条第４項及び市町村立学校職員の給与
に関する条例（昭和28年和歌山県条例第53号）
第17条第４項の規定により超過勤務手当を支給
すべき職員に対して、人事委員会規則の定める
ところにより、当該超過勤務手当の一部の支給
に代わる措置の対象となるべき時間（以下「超
勤代休時間」という。）として、人事委員会規
則で定める期間内にある勤務日等（第３条第２
項、第４条又は第５条の規定により勤務時間が
割り振られた日をいう。第10条第１項において
同じ。）（第10条第１項に規定する休日及び代
休日を除く。）に割り振られた勤務時間の全部
又は一部を指定することができる。 

 
２ 略 
 
（妊娠又は出産等についての申出をした職員等
に対する意向確認等） 

第19条の２ 任命権者は、職員の育児休業等に関
する条例（平成４年和歌山県条例第９号）第35
条第１項の措置を講ずるに当たっては、同項の
規定による申出をした職員（以下この項におい
て「申出職員」という。）に対して、次に掲げ
る措置を講じなければならない。 
(１) 略 
(２) 出生時両立支援制度等の請求又は申出（次

項第２号、次条及び第19条の４において「請
求等」という。）に係る申出職員の意向を確
認するための措置 

(３) 略 
２・３ 略 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（職員の給与に関する条例の一部改正） 

２ 職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第51号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（給料の支給） 
第12条 略 
２～５ 略 
６ 第３項又は第４項の規定により給料を支給す
る場合であって、月の初日から支給するとき以 

（給料の支給） 
第12条 略 
２～５ 略 
６ 第３項又は第４項の規定により給料を支給す
る場合であって、月の初日から支給するとき以 
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外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外
のときは、その給料額は、その月の現日数から
勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条
第１項の規定に基づく週休日並びに勤務時間条
例第３条第３項及び勤務時間条例第５条第２項
において読み替えて準用する同条第１項の規定
に基づく勤務時間を割り振らない日の日数の合
計日数を差し引いた日数を基礎として日割りに
よって計算する。 

 
（超過勤務手当） 

第17条 略 
２ 略 
３ 第１項の規定にかかわらず、勤務時間条例第
５条第１項（同条第２項において読み替えて準
用する場合を含む。）の規定により、あらかじ
め勤務時間条例第３条第２項若しくは第３項又
は第４条により割り振られた１週間の正規の勤
務時間（以下この条において「割振り変更前の
正規の勤務時間」という。）を超えて勤務時間
を割り振られた職員には、割振り変更前の正規
の勤務時間を超えて割り振られた勤務時間中に
勤務した全時間（人事委員会規則で定める時間
を除く。）に対して、勤務１時間につき、第６
条に規定する勤務１時間当たりの給与額に1 0 0
分の25から1 0 0分の50までの範囲内で人事委員
会規則で定める割合を乗じて得た額を超過勤務
手当として支給する。 

４ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ
られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務
時間条例第３条第１項、第４条及び第５条第１
項の規定に基づく週休日又は勤務時間条例第３
条第３項及び勤務時間条例第５条第２項におい
て読み替えて準用する同条第１項の規定に基づ
く勤務時間を割り振らない日における勤務のう
ち人事委員会規則で定めるものを除く。以下こ
の項及び次項において同じ。）の時間及び勤務
時間条例第５条第１項（同条第２項において読
み替えて準用する場合を含む。）の規定により
勤務時間を割り振られ、割振り変更前の正規の
勤務時間を超えて割り振られた勤務時間中にし
た勤務の時間（人事委員会規則で定める時間を
除く。以下この項及び次項において同じ。）の
合計時間数が１箇月について60時間を超えた職
員には、その60時間を超えて勤務した全時間に
対して、第１項及び前項の規定にかかわらず、
勤務１時間につき、第６条に規定する勤務１時
間当たりの給与額に次の各号に掲げる時間の区
分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た
額を超過勤務手当として支給する。 
(１)・(２) 略 

５・６ 略 
 
（休日勤務手当） 

第19条の２ 祝日法による休日等（勤務時間条例
第３条第１項又は第４条の規定に基づき毎日曜
日を週休日と定められている職員以外の職員に
あっては、勤務時間条例第９条に規定する祝日
法による休日が勤務時間条例第４条及び第５条
第１項の規定に基づく週休日に当たるときは、
人事委員会規則で定める日）及び年末年始の休
日等において、正規の勤務時間中に勤務するこ
とを命ぜられた職員には、正規の勤務時間中に
勤務した全時間に対して、勤務１時間につき、
第６条に規定する勤務１時間当たりの給与額に
1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0までの範囲内で
人事委員会規則で定める割合を乗じて得た額を
休日勤務手当として支給する。これらの日に準
ずるものとして人事委員会規則で定める日にお 

外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外
のときは、その給料額は、その月の現日数から
勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条
の規定に基づく週休日の日数を差し引いた日数
を基礎として日割りによって計算する。 

 
 
 
 
 
（超過勤務手当） 

第17条 略 
２ 略 
３ 第１項の規定にかかわらず、勤務時間条例第
５条の規定により、あらかじめ勤務時間条例第
３条第２項又は第４条により割り振られた１週
間の正規の勤務時間（以下この条において「割
振り変更前の正規の勤務時間」という。）を超
えて勤務時間を割り振られた職員には、割振り
変更前の正規の勤務時間を超えて割り振られた
勤務時間中に勤務した全時間（人事委員会規則
で定める時間を除く。）に対して、勤務１時間
につき、第６条に規定する勤務１時間当たりの
給与額に1 0 0分の25から1 0 0分の50までの範囲
内で人事委員会規則で定める割合を乗じて得た
額を超過勤務手当として支給する。 

 
 
４ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ
られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務
時間条例第３条第１項、第４条及び第５条の規
定に基づく週休日における勤務のうち人事委員
会規則で定めるものを除く。以下この項及び次
項において同じ。）の時間及び勤務時間条例第
５条の規定により勤務時間を割り振られ、割振
り変更前の正規の勤務時間を超えて割り振られ
た勤務時間中にした勤務の時間（人事委員会規
則で定める時間を除く。以下この項及び次項に
おいて同じ。）の合計時間数が１箇月について
60時間を超えた職員には、その60時間を超えて
勤務した全時間に対して、第１項及び前項の規
定にかかわらず、勤務１時間につき、第６条に
規定する勤務１時間当たりの給与額に次の各号
に掲げる時間の区分に応じ、当該各号に定める
割合を乗じて得た額を超過勤務手当として支給
する。 

 
 
 
 

(１)・(２) 略 
５・６ 略 
 
（休日勤務手当） 

第19条の２ 祝日法による休日等（勤務時間条例
第３条第１項又は第４条の規定に基づき毎日曜
日を週休日と定められている職員以外の職員に
あっては、勤務時間条例第９条に規定する祝日
法による休日が勤務時間条例第４条及び第５条
の規定に基づく週休日に当たるときは、人事委
員会規則で定める日）及び年末年始の休日等に
おいて、正規の勤務時間中に勤務することを命
ぜられた職員には、正規の勤務時間中に勤務し
た全時間に対して、勤務１時間につき、第６条
に規定する勤務１時間当たりの給与額に1 0 0分
の1 2 5から1 0 0分の1 5 0までの範囲内で人事委
員会規則で定める割合を乗じて得た額を休日勤
務手当として支給する。これらの日に準ずるも
のとして人事委員会規則で定める日において勤 



    和歌山県報  号外 令和 7 年 10 月 3 日（金曜日） 

－ 6 － 

 
いて勤務した職員についても、同様とする。 

 
（管理職員特別勤務手当） 

第19条の４ 前条第１項の規定により管理職手当
を受ける職員のうち管理又は監督の複雑、困難
及び責任の度が高い職員として人事委員会規則
で定める職員（次項において「管理職員」とい
う。）が臨時又は緊急の必要その他の公務の運
営の必要により勤務時間条例第３条第１項、第
４条及び第５条第１項の規定に基づく週休日若
しくは勤務時間条例第３条第３項及び勤務時間
条例第５条第２項において読み替えて準用する
同条第１項の規定に基づく勤務時間を割り振ら
ない日又は祝日法による休日等若しくは年末年
始の休日等（次項において「週休日等」という
。）に勤務をした場合は、当該職員には、管理
職員特別勤務手当を支給する。 

２～４ 略 

務した職員についても、同様とする。 
 
（管理職員特別勤務手当） 

第19条の４ 前条第１項の規定により管理職手当
を受ける職員のうち管理又は監督の複雑、困難
及び責任の度が高い職員として人事委員会規則
で定める職員（次項において「管理職員」とい
う。）が臨時又は緊急の必要その他の公務の運
営の必要により勤務時間条例第３条第１項、第
４条及び第５条の規定に基づく週休日又は祝日
法による休日等若しくは年末年始の休日等（次
項において「週休日等」という。）に勤務をし
た場合は、当該職員には、管理職員特別勤務手
当を支給する。 

 
 
 
２～４ 略 

  

（教育職員の給与に関する条例の一部改正） 

３ 教育職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第52号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（給料の支給） 
第12条 略 
２～５ 略 
６ 第３項又は第４項の規定により給料を支給す
る場合であって、月の初日から支給するとき以
外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外
のときは、その給料額は、その月の現日数から
勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条
第１項の規定に基づく週休日並びに勤務時間条
例第３条第３項及び勤務時間条例第５条第２項
において読み替えて準用する同条第１項の規定
に基づく勤務時間を割り振らない日の日数の合
計日数を差し引いた日数を基礎として日割りに
よって計算する。 

 
（管理職員特別勤務手当） 

第15条の６ 第15条の２第１項の規定により管理
職手当を受ける職員のうち管理又は監督の複雑
、困難及び責任の度が高い職員として人事委員
会規則で定める職員（次項において「管理職員
」という。）が臨時又は緊急の必要その他の公
務の運営の必要により勤務時間条例第３条第１
項、第４条及び第５条第１項の規定に基づく週
休日若しくは勤務時間条例第３条第３項及び勤
務時間条例第５条第２項において読み替えて準
用する同条第１項の規定に基づく勤務時間を割
り振らない日又は祝日法による休日等若しくは
年末年始の休日等（次項において「週休日等」
という。）に勤務をした場合は、当該職員には
、管理職員特別勤務手当を支給する。 

２～４ 略 
 
（特殊勤務手当） 

第16条 次の各号のいずれかに該当する職員には
、それぞれ当該各号に掲げる手当を特殊勤務手
当として支給する。 
(１)・(２) 略 
(３) 県立学校に勤務する主幹教諭、教諭、養護

教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師
、実習助手又は寄宿舎指導員で職務の級が高
等学校等教育職員給料表の特２級、２級若し
くは１級の者又は中学校教育職員給料表の特 

（給料の支給） 
第12条 略 
２～５ 略 
６ 第３項又は第４項の規定により給料を支給す
る場合であって、月の初日から支給するとき以
外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外
のときは、その給料額は、その月の現日数から
勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条
の規定に基づく週休日の日数を差し引いた日数
を基礎として日割りによって計算する。 
 
 
 

 
 

（管理職員特別勤務手当） 
第15条の６ 第15条の２第１項の規定により管理
職手当を受ける職員のうち管理又は監督の複雑
、困難及び責任の度が高い職員として人事委員
会規則で定める職員（次項において「管理職員
」という。）が臨時又は緊急の必要その他の公
務の運営の必要により勤務時間条例第３条第１
項、第４条及び第５条の規定に基づく週休日又
は祝日法による休日等若しくは年末年始の休日
等（次項において「週休日等」という。）に勤
務をした場合は、当該職員には、管理職員特別
勤務手当を支給する。 

 
 
 
２～４ 略 
 
（特殊勤務手当） 

第16条 次の各号のいずれかに該当する職員には
、それぞれ当該各号に掲げる手当を特殊勤務手
当として支給する。 
(１)・(２) 略 
(３) 県立学校に勤務する主幹教諭、教諭、養護

教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師
、実習助手又は寄宿舎指導員で職務の級が高
等学校等教育職員給料表の特２級、２級若し
くは１級の者又は中学校教育職員給料表の特 



    和歌山県報  号外 令和 7 年 10 月 3 日（金曜日） 

－ 7 － 

 
２級、２級若しくは１級の者が次に掲げる業
務に従事した場合において、その業務が心身
に著しい負担を与えると任命権者が認める程
度に及ぶ当該業務に従事した職員 教員特殊
業務手当 
ア・イ 略 
ウ 任命権者が定める対外運動競技等におい
て児童又は生徒を引率して行う指導業務で
泊を伴うもの又は勤務時間条例第３条第１
項、第４条及び第５条第１項の規定に基づ
く週休日、祝日法による休日等若しくは年
末年始の休日等に行うもの 

エ 学校の管理下において行われる部活動（
正規の教育課程としてのクラブ活動に準ず
る活動をいう。）における児童又は生徒に
対する指導業務で勤務時間条例第３条第１
項、第４条及び第５条第１項の規定に基づ
く週休日、祝日法による休日等若しくは年
末年始の休日等又は執務が行われる時間が
執務が通常行われる日の執務時間の２分の
１に相当する時間である日で教育委員会規
則で定めるものに行うもの 

オ 略 
(４) 略 

２ 略 
 

（超過勤務手当） 
第17条 略 
２ 略 
３ 第１項の規定にかかわらず、勤務時間条例第
５条第１項（同条第２項において読み替えて準
用する場合を含む。）の規定により、あらかじ
め勤務時間条例第３条第２項若しくは第３項又
は第４条により割り振られた１週間の正規の勤
務時間（以下この条において「割振り変更前の
正規の勤務時間」という。）を超えて勤務時間
を割り振られた職員には、割振り変更前の正規
の勤務時間を超えて割り振られた勤務時間中に
勤務した全時間（人事委員会規則で定める時間
を除く。）に対して、勤務１時間につき、第６
条に規定する勤務１時間当たりの給与額に1 0 0
分の25から1 0 0分の50までの範囲内で人事委員
会規則で定める割合を乗じて得た額を超過勤務
手当として支給する。 

４ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ
られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務
時間条例第３条第１項、第４条及び第５条第１
項の規定に基づく週休日又は勤務時間条例第３
条第３項及び勤務時間条例第５条第２項におい
て読み替えて準用する同条第１項の規定に基づ
く勤務時間を割り振らない日における勤務のう
ち人事委員会規則で定めるものを除く。以下こ
の項及び次項において同じ。）の時間及び勤務
時間条例第５条第１項（同条第２項において読
み替えて準用する場合を含む。）の規定により
勤務時間を割り振られ、割振り変更前の正規の
勤務時間を超えて割り振られた勤務時間中にし
た勤務の時間（人事委員会規則で定める時間を
除く。以下この項及び次項において同じ。）の
合計時間数が１箇月について60時間を超えた職
員には、その60時間を超えて勤務した全時間に
対して、第１項及び前項の規定にかかわらず、
勤務１時間につき、第６条に規定する勤務１時
間当たりの給与額に次の各号に掲げる時間の区
分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た
額を超過勤務手当として支給する。 
(１)・(２) 略 

５・６ 略 
 

２級、２級若しくは１級の者が次に掲げる業
務に従事した場合において、その業務が心身
に著しい負担を与えると任命権者が認める程
度に及ぶ当該業務に従事した職員 教員特殊
業務手当 
ア・イ 略 
ウ 任命権者が定める対外運動競技等におい
て児童又は生徒を引率して行う指導業務で
泊を伴うもの又は勤務時間条例第３条第１
項、第４条及び第５条の規定に基づく週休
日、祝日法による休日等若しくは年末年始
の休日等に行うもの 

エ 学校の管理下において行われる部活動（
正規の教育課程としてのクラブ活動に準ず
る活動をいう。）における児童又は生徒に
対する指導業務で勤務時間条例第３条第１
項、第４条及び第５条の規定に基づく週休
日、祝日法による休日等若しくは年末年始
の休日等又は執務が行われる時間が執務が
通常行われる日の執務時間の２分の１に相
当する時間である日で教育委員会規則で定
めるものに行うもの 

オ 略 
(４) 略 

２ 略 
 
（超過勤務手当） 

第17条 略 
２ 略 
３ 第１項の規定にかかわらず、勤務時間条例第
５条の規定により、あらかじめ勤務時間条例第
３条第２項又は第４条により割り振られた１週
間の正規の勤務時間（以下この条において「割
振り変更前の正規の勤務時間」という。）を超
えて勤務時間を割り振られた職員には、割振り
変更前の正規の勤務時間を超えて割り振られた
勤務時間中に勤務した全時間（人事委員会規則
で定める時間を除く。）に対して、勤務１時間
につき、第６条に規定する勤務１時間当たりの
給与額に1 0 0分の25から1 0 0分の50までの範囲
内で人事委員会規則で定める割合を乗じて得た
額を超過勤務手当として支給する。 

 
 
４ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ
られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務
時間条例第３条第１項、第４条及び第５条の規
定に基づく週休日における勤務のうち人事委員
会規則で定めるものを除く。以下この項及び次
項において同じ。）の時間及び勤務時間条例第
５条の規定により勤務時間を割り振られ、割振
り変更前の正規の勤務時間を超えて割り振られ
た勤務時間中にした勤務の時間（人事委員会規
則で定める時間を除く。以下この項及び次項に
おいて同じ。）の合計時間数が１箇月について
60時間を超えた職員には、その60時間を超えて
勤務した全時間に対して、第１項及び前項の規
定にかかわらず、勤務１時間につき、第６条に
規定する勤務１時間当たりの給与額に次の各号
に掲げる時間の区分に応じ、当該各号に定める
割合を乗じて得た額を超過勤務手当として支給
する。 

 
 
 
 

(１)・(２) 略 
５・６ 略 
 



    和歌山県報  号外 令和 7 年 10 月 3 日（金曜日） 

－ 8 － 

 
（休日勤務手当） 

第18条の２ 祝日法による休日等（勤務時間条例
第３条第１項又は第４条の規定に基づき毎日曜
日を週休日と定められている職員以外の職員に
あっては、勤務時間条例第９条に規定する祝日
法による休日が勤務時間条例第４条及び第５条
第１項の規定に基づく週休日に当たるときは、
人事委員会規則で定める日）及び年末年始の休
日等において、正規の勤務時間中に勤務するこ
とを命ぜられた職員には、正規の勤務時間中に
勤務した全時間に対して、勤務１時間につき、
第６条に規定する勤務１時間当たりの給与額に
1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0までの範囲内で
人事委員会規則で定める割合を乗じて得た額を
休日勤務手当として支給する。これらの日に準
ずるものとして人事委員会規則で定める日にお
いて勤務した職員についても、同様とする。 

（休日勤務手当） 
第18条の２ 祝日法による休日等（勤務時間条例
第３条第１項又は第４条の規定に基づき毎日曜
日を週休日と定められている職員以外の職員に
あっては、勤務時間条例第９条に規定する祝日
法による休日が勤務時間条例第４条及び第５条
の規定に基づく週休日に当たるときは、人事委
員会規則で定める日）及び年末年始の休日等に
おいて、正規の勤務時間中に勤務することを命
ぜられた職員には、正規の勤務時間中に勤務し
た全時間に対して、勤務１時間につき、第６条
に規定する勤務１時間当たりの給与額に1 0 0分
の1 2 5から1 0 0分の1 5 0までの範囲内で人事委
員会規則で定める割合を乗じて得た額を休日勤
務手当として支給する。これらの日に準ずるも
のとして人事委員会規則で定める日において勤
務した職員についても、同様とする。 

  

（市町村立学校職員の給与に関する条例の一部改正） 

４ 市町村立学校職員の給与に関する条例（昭和28年和歌山県条例第53号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（給料の支給） 
第14条 略 
２～５ 略 
６ 第３項又は第４項の規定により給料を支給す
る場合であって、月の初日から支給するとき以
外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外
のときは、その給料額は、その月の現日数から
勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条
第１項の規定に基づく週休日並びに勤務時間条
例第３条第３項及び勤務時間条例第５条第２項
において読み替えて準用する同条第１項の規定
に基づく勤務時間を割り振らない日の日数の合
計日数を差し引いた日数を基礎として日割りに
よって計算する。 
 
（超過勤務手当） 

第17条 略 
２ 略 
３ 第１項の規定にかかわらず、勤務時間条例第
５条第１項（同条第２項において読み替えて準
用する場合を含む。）の規定により、あらかじ
め勤務時間条例第３条第２項若しくは第３項又
は第４条により割り振られた１週間の正規の勤
務時間（以下この条において「割振り変更前の
正規の勤務時間」という。）を超えて勤務時間
を割り振られた学校栄養職員等には、割振り変
更前の正規の勤務時間を超えて割り振られた勤
務時間中に勤務した全時間（教育委員会規則で
定める時間を除く。）に対して、勤務１時間に
つき、第８条に規定する勤務１時間当たりの給
与額に1 0 0分の25から1 0 0分の50までの範囲内
で教育委員会規則で定める割合を乗じて得た額
を超過勤務手当として支給する。 

４ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ
られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務
時間条例第３条第１項、第４条及び第５条第１
項の規定に基づく週休日又は勤務時間条例第３
条第３項及び勤務時間条例第５条第２項におい
て読み替えて準用する同条第１項の規定に基づ
く勤務時間を割り振らない日における勤務のう
ち教育委員会規則で定めるものを除く。以下こ
の項及び次項において同じ。）の時間及び勤務
時間条例第５条第１項（同条第２項において読 

（給料の支給） 
第14条 略 
２～５ 略 
６ 第３項又は第４項の規定により給料を支給す
る場合であって、月の初日から支給するとき以
外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外
のときは、その給料額は、その月の現日数から
勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条
の規定に基づく週休日の日数を差し引いた日数
を基礎として日割りによって計算する。 
 
 

 
 
 
（超過勤務手当） 

第17条 略 
２ 略 
３ 第１項の規定にかかわらず、勤務時間条例第
５条の規定により、あらかじめ勤務時間条例第
３条第２項又は第４条により割り振られた１週
間の正規の勤務時間（以下この条において「割
振り変更前の正規の勤務時間」という。）を超
えて勤務時間を割り振られた学校栄養職員等に
は、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて割
り振られた勤務時間中に勤務した全時間（教育
委員会規則で定める時間を除く。）に対して、
勤務１時間につき、第８条に規定する勤務１時
間当たりの給与額に1 0 0分の25から1 0 0分の50
までの範囲内で教育委員会規則で定める割合を
乗じて得た額を超過勤務手当として支給する。 
 
 

４ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ
られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務
時間条例第３条第１項、第４条及び第５条の規
定に基づく週休日における勤務のうち教育委員
会規則で定めるものを除く。以下この項及び次
項において同じ。）の時間及び勤務時間条例第
５条の規定により勤務時間を割り振られ、割振
り変更前の正規の勤務時間を超えて割り振られ
た勤務時間中にした勤務の時間（教育委員会規
則で定める時間を除く。以下この項及び次項に 
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み替えて準用する場合を含む。）の規定により
勤務時間を割り振られ、割振り変更前の正規の
勤務時間を超えて割り振られた勤務時間中にし
た勤務の時間（教育委員会規則で定める時間を
除く。以下この項及び次項において同じ。）の
合計時間数が１箇月について60時間を超えた学
校栄養職員等には、その60時間を超えて勤務し
た全時間に対して、第１項及び前項の規定にか
かわらず、勤務１時間につき、第８条に規定す
る勤務１時間当たりの給与額に次の各号に掲げ
る時間の区分に応じ、当該各号に定める割合を
乗じて得た額を超過勤務手当として支給する。 
(１)・(２) 略 

５・６ 略 
 
（管理職員特別勤務手当） 

第17条の６ 第17条の２の規定により管理職手当
を受ける職員のうち管理又は監督の複雑、困難
及び責任の度が高い職員として教育委員会規則
で定める職員（次項において「管理職員」とい
う。）が臨時又は緊急の必要その他の公務の運
営の必要により勤務時間条例第３条第１項、第
４条及び第５条第１項の規定に基づく週休日若
しくは勤務時間条例第３条第３項及び勤務時間
条例第５条第２項において読み替えて準用する
同条第１項の規定に基づく勤務時間を割り振ら
ない日又は祝日法による休日等若しくは年末年
始の休日等（次項において「週休日等」という
。）に勤務をした場合は、当該職員には管理職
員特別勤務手当を支給する。 

２～４ 略 
 
（特殊勤務手当） 

第18条 次の各号のいずれかに該当する職員には
、それぞれ当該各号に掲げる手当を特殊勤務手
当として支給する。 
(１)～(４) 略 
(５) 小学校、中学校、義務教育学校又は高等学

校に勤務する主幹教諭、教諭、養護教諭、栄
養教諭、助教諭、養護助教諭又は講師で職務
の級が小学校、中学校等教育職員給料表又は
高等学校等教育職員給料表の特２級、２級又
は１級の者が次に掲げる業務に従事した場合
において、その業務が心身に著しい負担を与
えると任命権者が認める程度に及ぶ当該業務
に従事した職員 教員特殊業務手当 
ア・イ 略 
ウ 任命権者が定める対外運動競技等におい
て児童又は生徒を引率して行う指導業務で
泊を伴うもの又は勤務時間条例第３条第１
項、第４条及び第５条第１項の規定に基づ
く週休日、祝日法による休日等若しくは年
末年始の休日等に行うもの 

エ 学校の管理下において行われる部活動（
正規の教育課程としてのクラブ活動に準ず
る活動をいう。）における児童又は生徒に
対する指導業務で勤務時間条例第３条第１
項、第４条及び第５条第１項の規定に基づ
く週休日、祝日法による休日等若しくは年
末年始の休日等又は執務が行われる時間が
勤務が通常行われる日の執務時間の２分の
１に相当する時間である日で教育委員会規
則で定めるものに行うもの 

オ 略 
(６) 略 

２ 略 
 
第18条の２ 略 

おいて同じ。）の合計時間数が１箇月について
60時間を超えた学校栄養職員等には、その60時
間を超えて勤務した全時間に対して、第１項及
び前項の規定にかかわらず、勤務１時間につき
、第８条に規定する勤務１時間当たりの給与額
に次の各号に掲げる時間の区分に応じ、当該各
号に定める割合を乗じて得た額を超過勤務手当
として支給する。 

 
 
 
 

(１)・(２) 略 
５・６ 略 
 
（管理職員特別勤務手当） 

第17条の６ 第17条の２の規定により管理職手当
を受ける職員のうち管理又は監督の複雑、困難
及び責任の度が高い職員として教育委員会規則
で定める職員（次項において「管理職員」とい
う。）が臨時又は緊急の必要その他の公務の運
営の必要により勤務時間条例第３条第１項、第
４条及び第５条の規定に基づく週休日又は祝日
法による休日等若しくは年末年始の休日等（次
項において「週休日等」という。）に勤務をし
た場合は、当該職員には管理職員特別勤務手当
を支給する。 

 
 
 
２～４ 略 
 
（特殊勤務手当） 

第18条 次の各号のいずれかに該当する職員には
、それぞれ当該各号に掲げる手当を特殊勤務手
当として支給する。 
(１)～(４) 略 
(５) 小学校、中学校、義務教育学校又は高等学

校に勤務する主幹教諭、教諭、養護教諭、栄
養教諭、助教諭、養護助教諭又は講師で職務
の級が小学校、中学校等教育職員給料表又は
高等学校等教育職員給料表の特２級、２級又
は１級の者が次に掲げる業務に従事した場合
において、その業務が心身に著しい負担を与
えると任命権者が認める程度に及ぶ当該業務
に従事した職員 教員特殊業務手当 
ア・イ 略 
ウ 任命権者が定める対外運動競技等におい
て児童又は生徒を引率して行う指導業務で
泊を伴うもの又は勤務時間条例第３条第１
項、第４条及び第５条の規定に基づく週休
日、祝日法による休日等若しくは年末年始
の休日等に行うもの 

エ 学校の管理下において行われる部活動（
正規の教育課程としてのクラブ活動に準ず
る活動をいう。）における児童又は生徒に
対する指導業務で勤務時間条例第３条第１
項、第４条及び第５条の規定に基づく週休
日、祝日法による休日等若しくは年末年始
の休日等又は執務が行われる時間が勤務が
通常行われる日の執務時間の２分の１に相
当する時間である日で教育委員会規則で定
めるものに行うもの 

オ 略 
(６) 略 

２ 略 
 
第18条の２ 略 
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（休日勤務手当） 

第19条の２ 祝日法による休日等（勤務時間条例
第３条第１項又は第４条の規定に基づき毎日曜
日を週休日と定められている学校栄養職員等以
外の学校栄養職員等にあっては、勤務時間条例
第９条に規定する祝日法による休日が勤務時間
条例第４条及び第５条第１項の規定に基づく週
休日に当たるときは、教育委員会規則で定める
日）及び年末年始の休日等において、正規の勤
務時間中に勤務することを命ぜられた学校栄養
職員等には、正規の勤務時間中に勤務した全時
間に対して、勤務１時間につき、第８条に規定
する勤務１時間当たりの給与額に1 0 0分の1 2 5
から1 0 0分の1 5 0までの範囲内で教育委員会規
則で定める割合を乗じて得た額を休日勤務手当
として支給する。これらの日に準ずるものとし
て教育委員会規則で定める日において勤務した
学校栄養職員等についても、同様とする。 

 
（休日勤務手当） 

第19条の２ 祝日法による休日等（勤務時間条例
第３条第１項又は第４条の規定に基づき毎日曜
日を週休日と定められている学校栄養職員等以
外の学校栄養職員等にあっては、勤務時間条例
第９条に規定する祝日法による休日が勤務時間
条例第４条又は第５条の規定に基づく週休日に
当たるときは、教育委員会規則で定める日）及
び年末年始の休日等において、正規の勤務時間
中に勤務することを命ぜられた学校栄養職員等
には、正規の勤務時間中に勤務した全時間に対
して、勤務１時間につき、第８条に規定する勤
務１時間当たりの給与額に1 0 0分の1 2 5から10
０分の1 5 0までの範囲内で教育委員会規則で定
める割合を乗じて得た額を休日勤務手当として
支給する。これらの日に準ずるものとして教育
委員会規則で定める日において勤務した学校栄
養職員等についても、同様とする。 

  

（企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

５ 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和42年和歌山県条例第19号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（管理職員特別勤務手当） 
第４条の２ 前条の規定により管理職手当を受け
る職員のうち管理又は監督の複雑、困難及び責
任の度が高い職員として知事が定める職員（次
項において「管理職員」という。）が臨時又は
緊急の必要その他の公務の運営の必要により次
の各号に掲げる日（次項及び第23条第４項にお
いて「週休日等」という。）に勤務をした場合
は、当該職員には、管理職員特別勤務手当を支
給する。 

 
 
 
 
 
 
 

(１) 週休日（勤務時間を割り振らない日（次号
に掲げる日を除く。）をいう。） 

(２) 職員の申告を考慮して勤務時間を割り振ら
ない日（当該日を勤務日に、同日以外の勤務
日を勤務時間を割り振らない日に変更した場
合にあっては、変更後の同日） 

(３) 休日等（国民の祝日に関する法律（昭和23
年法律第1 7 8号）に規定する休日（以下この
号において「祝日法による休日」という。）
及び年末年始の休日（12月29日から翌年の１
月３日までの日をいい、祝日法による休日を
除く。）をいい、代休日を指定されて、当該
休日に割り当てられた勤務時間の全部を勤務
した職員にあっては、当該休日に代わる代休
日をいう。第11条及び第18条第１項において
同じ。） 

２ 前項に規定する場合のほか、管理職員が災害
への対処その他の臨時又は緊急の必要により午
後10時から翌日の午前５時までの間（週休日等
に含まれる時間を除く。）であって正規の勤務
時間以外の時間に勤務をした場合は、当該職員
には、管理職員特別勤務手当を支給する。 

（管理職員特別勤務手当） 
第４条の２ 前条の規定により管理職手当を受け
る職員のうち管理又は監督の複雑、困難及び責
任の度が高い職員として知事が定める職員（次
項において「管理職員」という。）が臨時又は
緊急の必要その他の公務の運営の必要により週
休日（勤務時間を割り振らない日をいう。以下
同じ。）又は休日等（国民の祝日に関する法律
（昭和23年法律第1 7 8号）に規定する休日（以
下「祝日法による休日」という。）及び年末年
始の休日（12月29日から翌年の１月３日までの
日をいい、祝日法による休日を除く。）をいい
、代休日を指定されて、当該休日に割り当てら
れた勤務時間の全部を勤務した職員にあっては
、当該休日に代わる代休日をいう。以下同じ。
）に勤務をした場合は、当該職員には、管理職
員特別勤務手当を支給する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 前項に規定する場合のほか、管理職員が災害
への対処その他の臨時又は緊急の必要により午
後10時から翌日の午前５時までの間（週休日又
は休日等に含まれる時間を除く。）であって正
規の勤務時間以外の時間に勤務をした場合は、
当該職員には、管理職員特別勤務手当を支給す 
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（特定任期付職員等についての適用除外等） 

第23条 略 
２・３ 略 
４ 第４条の２に定めるもののほか、管理職員特
別勤務手当は、特定任期付職員又は第１号任期
付研究員が臨時若しくは緊急の必要その他の公
務の運営の必要により週休日等において勤務を
した場合又は災害への対処その他の臨時若しく
は緊急の必要により午後10時から翌日の午前５
時までの間（週休日等に含まれる時間を除く。
）であって正規の勤務時間以外の時間に勤務を
した場合に支給する。 

る。 
 
（特定任期付職員等についての適用除外等） 

第23条 略 
２・３ 略 
４ 第４条の２に定めるもののほか、管理職員特
別勤務手当は、特定任期付職員又は第１号任期
付研究員が臨時若しくは緊急の必要その他の公
務の運営の必要により週休日若しくは休日等に
おいて勤務をした場合又は災害への対処その他
の臨時若しくは緊急の必要により午後10時から
翌日の午前５時までの間（週休日又は休日等に
含まれる時間を除く。）であって正規の勤務時
間以外の時間に勤務をした場合に支給する。 

  

（一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正） 

６ 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年和歌山県条例第38号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（第１号任期付研究員の裁量による勤務） 
第７条 略 
２～４ 略 
５ 勤務時間条例第３条第２項及び第３項、第４
条、第５条、第８条の４並びに第10条の規定は
、第２項の第１号任期付研究員には、適用しな
い。 

（第１号任期付研究員の裁量による勤務） 
第７条 略 
２～４ 略 
５ 勤務時間条例第３条第２項、第４条、第５条
、第８条の４及び第10条の規定は、前項の第１
号任期付研究員には、適用しない。 

  

 

和歌山県税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和７年10月３日 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 

和歌山県条例第52号 

和歌山県税条例の一部を改正する条例 

和歌山県税条例（昭和25年和歌山県条例第37号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

 （県民税の納税義務者等） 
第18条 略 
２ 略 
３ 公益法人等（法人税法第２条第６号の公益法
人等並びに防災街区整備事業組合、管理組合法
人及び団地管理組合法人、マンション再生組合
、マンション等売却組合、マンション除却組合
及び敷地分割組合、地方自治法第2 6 0条の２第
７項に規定する認可地縁団体、政党交付金の交
付を受ける政党等に対する法人格の付与に関す
る法律（平成６年法律第1 0 6号）第７条の２第
１項に規定する法人である政党等並びに特定非
営利活動促進法（平成10年法律第７号）第２条
第２項に規定する特定非営利活動法人をいう。
）のうち法第25条第１項第２号に掲げる者以外
のもの及び次項の規定により法人とみなされる
ものに対する法人税割（法人税法第74条第１項
の申告書に係る法人税額を課税標準とする法人
税割に限る。）は、第１項の規定にかかわらず 

 （県民税の納税義務者等） 
第18条 略 
２ 略 
３ 公益法人等（法人税法第２条第６号の公益法
人等並びに防災街区整備事業組合、管理組合法
人及び団地管理組合法人、マンション建替組合
、マンション敷地売却組合及び敷地分割組合、
地方自治法第2 6 0条の２第７項に規定する認可
地縁団体、政党交付金の交付を受ける政党等に
対する法人格の付与に関する法律（平成６年法
律第1 0 6号）第７条の２第１項に規定する法人
である政党等並びに特定非営利活動促進法（平
成10年法律第７号）第２条第２項に規定する特
定非営利活動法人をいう。）のうち法第25条第
１項第２号に掲げる者以外のもの及び次項の規
定により法人とみなされるものに対する法人税
割（法人税法第74条第１項の申告書に係る法人
税額を課税標準とする法人税割に限る。）は、
第１項の規定にかかわらず、これらの者のうち 
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、これらの者のうち県内に収益事業又は法人課
税信託の信託事務を行う事務所又は事業所を有
するものに課する。 

４・５ 略 
 

附 則 
（県民税の法人税割の税率の特例） 

14の３ 平成３年４月１日から令和13年３月31日
までの間に事業年度が終了する法人（第18条第
４項の規定により法人とみなされるものを含む
。附則第14項の６及び第14項の７において同じ
。）の各事業年度分の法人税割の税率は、第31
条の規定にかかわらず、1 0 0分の1 . 8とする。 

県内に収益事業又は法人課税信託の信託事務を
行う事務所又は事業所を有するものに課する。 

 
４・５ 略 
 

附 則 
（県民税の法人税割の税率の特例） 

14の３ 平成３年４月１日から令和８年３月31日
までの間に事業年度が終了する法人（第18条第
４項の規定により法人とみなされるものを含む
。附則第14項の６及び第14項の７において同じ
。）の各事業年度分の法人税割の税率は、第31
条の規定にかかわらず、1 0 0分の1 . 8とする。 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第18条第３項の改正規定は、令和８年４月１日から施行

する。 

 

和歌山県本人確認情報等の利用及び提供に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和７年10月３日 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 

和歌山県条例第53号 

和歌山県本人確認情報等の利用及び提供に関する条例の一部を改正する条例 

和歌山県本人確認情報等の利用及び提供に関する条例（平成20年和歌山県条例第55号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

別表第１（第２条関係） 
１～５ 略 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別表第１（第２条関係） 
１～５ 略 
６ 次に掲げる課程に在学する生徒又は学生の

保護者等（高等学校等就学支援金の支給に関
する法律（平成22年法律第18号。以下この項
及び次項において「就学支援金法」という。
）第３条第２項第３号に規定する保護者等を
いう。）に対する奨学給付金の支給に関する
事務（別表第２教育委員会の部５の項におい
て「奨学給付金支給事務」という。）であっ
て規則で定めるもの 
(１) 高等学校等（就学支援金法第２条に規定

する高等学校等をいう。次項において同じ
。）の課程 

(２) 高等学校又は中等教育学校の後期課程の
専攻科（学校教育法（昭和22年法律第26号
）第58条第１項（同法第70条第１項におい
て準用する場合を含む。）の規定に基づき
置かれた専攻科をいう。）の課程 

７ 高等学校等を退学し、再び高等学校等に入
学した者に対する就学支援金法第３条第１項
に規定する就学支援金に相当する支援金の支
給に関する事務（別表第２教育委員会の部６
の項において「学び直し支援金支給事務」と
いう。）であって規則で定めるもの 

８ 外国人に対する生活保護法（昭和25年法律
第1 4 4号）の規定に準じて行う保護の決定及
び実施、就労自立給付金若しくは進学・就職
準備給付金の支給、被保護者健康管理支援事
業の実施、保護に要する費用の返還又は徴収 
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別表第２（第４条関係） 

知事以
外の執
行機関 

事務 

  

教育委
員会 

１～３ 略 
 

４ 特別支援教育就学奨励費（次に
掲げる経費の一部を支弁するため
県が支給する扶助費をいう。）の
支給に関する事務であって規則で
定めるもの 
(１) 略 
(２) 県が設置する中学校への学校

教育法（昭和22年法律第26号）
第75条に規定する障害の程度に
該当する生徒又は同法第81条第
２項若しくは第３項の特別支援
学級の生徒の就学に要する経費 

 

 
 

  
 

  
 
 
 
 
 

 ５ 略 
  

略 
 

金の徴収に関する事務であって規則で定める
もの 

 
別表第２（第４条関係） 

知事以
外の執
行機関 

事務 

  

教育委
員会 

１～３ 略 
 

４ 特別支援教育就学奨励費（次に
掲げる経費の一部を支弁するため
県が支給する扶助費をいう。）の
支給に関する事務であって規則で
定めるもの 
(１) 略 
(２) 県が設置する中学校への学校

教育法第75条に規定する障害の
程度に該当する生徒又は同法第
81条第２項若しくは第３項の特
別支援学級の生徒の就学に要す
る経費 

 

５ 奨学給付金支給事務であって規
則で定めるもの 

 ６ 学び直し支援金支給事務であっ
て規則で定めるもの 

 ７ 高等学校の専攻科（学校教育法
第58条第１項の規定に基づき置か
れた専攻科をいう。）に在学する
生徒に対する専攻科支援金の支給
に関する事務であって規則で定め
るもの 

 ８ 略 
  

略 
 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

和歌山県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の

利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和７年10月３日 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 
 

和歌山県条例第54号 

和歌山県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番

号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

和歌山県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の

利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成27年和歌山県条例第71号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

別表第１（第４条関係） 

機関 事務 
 

別表第１（第４条関係） 

機関 事務 
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１ 知事  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
和歌山県営住宅条例（平成９年和
歌山県条例第42号）第２条第２号
に規定する準特定優良賃貸住宅の
管理に関する事務であって規則で
定めるもの 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

２ 教育
委員会 

(１) 特別支援教育就学奨励費（次
に掲げる経費の一部を支弁する
ため県が支給する扶助費をいう
。）の支給に関する事務であっ
て規則で定めるもの 
ア 略 
イ 県が設置する中学校への学

校教育法（昭和22年法律第26
号）第75条に規定する障害の
程度に該当する生徒又は同法
第81条第２項若しくは第３項
の特別支援学級の生徒の就学
に要する経費 

(２) 略 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  

  

１ 知事 (１) 次に掲げる課程に在学する生
徒又は学生の保護者等（高等学
校等就学支援金の支給に関する
法律（平成22年法律第18号。以
下この項において「就学支援金
法」という。）第３条第２項第
３号に規定する保護者等をいう
。）に対する奨学給付金の支給
に関する事務（次項において「
奨学給付金支給事務」という。
）であって規則で定めるもの 
ア 高等学校等（就学支援金法

第２条に規定する高等学校等
をいう。以下この項において
同じ。）の課程 

イ 高等学校又は中等教育学校
の後期課程の専攻科（学校教
育法（昭和22年法律第26号）
第58条第１項（同法第70条第
１項において準用する場合を
含む。）の規定に基づき置か
れた専攻科をいう。）の課程 

(２) 高等学校等を退学し、再び高
等学校等に入学した者に対する
就学支援金法第３条第１項に規
定する就学支援金に相当する支
援金の支給に関する事務（次項
において「学び直し支援金支給
事務」という。）であって規則
で定めるもの 

(３) 和歌山県営住宅条例（平成９
年和歌山県条例第42号）第２条
第２号に規定する準特定優良賃
貸住宅の管理に関する事務であ
って規則で定めるもの 

(４) 外国人に対する生活保護法（
昭和25年法律第1 4 4号）の規定
に準じて行う保護の決定及び実
施、就労自立給付金若しくは進
学・就職準備給付金の支給、被
保護者健康管理支援事業の実施
、保護に要する費用の返還又は
徴収金の徴収に関する事務であ
って規則で定めるもの 

  

２ 教育
委員会 

(１) 特別支援教育就学奨励費（次
に掲げる経費の一部を支弁する
ため県が支給する扶助費をいう
。）の支給に関する事務であっ
て規則で定めるもの 
ア 略 
イ 県が設置する中学校への学

校教育法第75条に規定する障
害の程度に該当する生徒又は
同法第81条第２項若しくは第
３項の特別支援学級の生徒の
就学に要する経費 

 
(２) 略 
(３) 奨学給付金支給事務であって

規則で定めるもの 
(４) 学び直し支援金支給事務であ

って規則で定めるもの 
(５) 高等学校の専攻科（学校教育

法第58条第１項の規定に基づき
置かれた専攻科をいう。）に在
学する生徒に対する専攻科支援
金の支給に関する事務であって 
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(３) 略 

 
別表第２（第４条関係） 

機関 事務 特定個人情報 

１ 知事 (１) 略 略 

(２) 生活保護
法（昭和25
年法律第14 
４号）によ
る保護の実
施又は就労
自立給付金
若しくは進
学・就職準
備給付金の
支給に関す
る情報（別
表第３にお
いて「生活
保護関係情
報」という
。）の提供
を受ける事
務であって
規則で定め
るもの 

略 

(３) 略 略 

２ 略 略 略 
 

 規則で定めるもの 
(６) 略 

 
別表第２（第４条関係） 

機関 事務 特定個人情報 

１ 知事 (１) 略 略 

(２) 生活保護
法による保
護の実施又
は就労自立
給付金若し
くは進学・
就職準備給
付金の支給
に関する情
報（別表第
３において
「生活保護
関係情報」
という。）
の提供を受
ける事務で
あって規則
で定めるも
の 

 
 

略 

(３) 略 略 

２ 略 略 略 
 

  

附 則 

この条例は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

 

和歌山県地域振興基金の設置、管理及び処分に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和７年10月３日 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 

和歌山県条例第55号 

和歌山県地域振興基金の設置、管理及び処分に関する条例の一部を改正する条例 

和歌山県地域振興基金の設置、管理及び処分に関する条例（平成２年和歌山県条例第５号）の一部を次

のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（設置） 
第１条 広域的な見地から市町村等と一体となっ
て地域の振興を図るために要する経費及び地域
再生法（平成17年法律第24号）第５条第４項第
２号に規定するまち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に要する経費の財源に充てるため、和歌 
山県地域振興基金（以下「基金」という。）を
設置する。 

（設置） 
第１条 広域的な見地から市町村等と一体となっ
て地域の振興を図るために要する経費の財源に
充てるため、和歌山県地域振興基金（以下「基
金」という。）を設置する。 

  

附 則 



    和歌山県報  号外 令和 7 年 10 月 3 日（金曜日） 

－ 16 － 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

警察職員の給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和７年10月３日 

和歌山県知事 宮 﨑   泉 

和歌山県条例第56号 

警察職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

警察職員の給与に関する条例（昭和29年和歌山県条例第21号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（給料の支給） 
第10条 略 
２～５ 略 
６ 第３項又は第４項の規定により給料を支給す
る場合であって、月の初日から支給するとき以
外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外
のときは、その給料額は、その月の現日数から
勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条
第１項の規定に基づく週休日並びに勤務時間条
例第３条第３項及び勤務時間条例第５条第２項
において読み替えて準用する同条第１項の規定
に基づく勤務時間を割り振らない日の日数の合
計日数を差し引いた日数を基礎として日割りに
よって計算する。 

 
（手当） 

第11条 略 
２ 前項の手当の種類は、次のとおりとする。 

(１)～(５) 略 
(６) 在宅勤務等手当 
(７)～(20) 略 

 
（通勤手当） 

第13条 略 
２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる警察官の
区分に応じ、当該各号に定める額（第13条の３
第１項の規定により在宅勤務等手当を支給され
る警察官、定年前再任用短時間勤務警察官、修
学部分休業警察官（地方公務員法第26条の２第
１項の規定による承認を受けた警察官をいう。
）及び高齢者部分休業警察官（地方公務員法第
26条の３第１項の規定による承認を受けた警察
官をいう。）（支給単位期間当たりの通勤回数
を考慮して人事委員会規則で定める警察官に限
る。）に係る第２号に定める額にあっては、そ
の額から、その額に人事委員会規則で定める割
合を乗じて得た額を減じた額）とする。 
(１)～(３) 略 

３～９ 略 
 
第13条の２ 略 
 
（在宅勤務等手当） 

第13条の３ 住居その他これに準ずるものとして
人事委員会規則で定める場所において、正規の
勤務時間（休暇により勤務しない時間その他人
事委員会規則で定める時間を除く。）の全部を
勤務することを、人事委員会規則で定める期間
以上の期間について１箇月当たり平均10日を超
えて命ぜられた警察官には、在宅勤務等手当を 

（給料の支給） 
第10条 略 
２～５ 略 
６ 第３項又は第４項の規定により給料を支給す
る場合であって、月の初日から支給するとき以
外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外
のときは、その給料額は、その月の現日数から
勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条
の規定に基づく週休日の日数を差し引いた日数
を基礎として日割りによって計算する。 

 
 
 
 
 
（手当） 

第11条 略 
２ 前項の手当の種類は、次のとおりとする。 

(１)～(５) 略 
 

(６)～(19) 略 
 
（通勤手当） 

第13条 略 
２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる警察官の
区分に応じ、当該各号に定める額（定年前再任
用短時間勤務警察官、修学部分休業警察官（地
方公務員法第26条の２第１項の規定による承認
を受けた警察官をいう。）及び高齢者部分休業
警察官（地方公務員法第26条の３第１項の規定
による承認を受けた警察官をいう。）のうち、
支給単位期間当たりの通勤回数を考慮して人事
委員会規則で定める警察官に係る第２号に定め
る額にあっては、その額から、その額に人事委
員会規則で定める割合を乗じて得た額を減じた
額）とする。 

 
(１)～(３) 略 

３～９ 略 
 
第13条の２ 略 
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支給する。 

２ 在宅勤務等手当の月額は、3,000円とする。 
３ 前２項に規定するもののほか、在宅勤務等手
当の支給に関し必要な事項は、人事委員会規則
で定める。 

 
（超過勤務手当） 

第15条 略 
２ 略 
３ 第１項の規定にかかわらず、勤務時間条例第
５条第１項（同条第２項において読み替えて準
用する場合を含む。）の規定により、あらかじ
め勤務時間条例第３条第２項若しくは第３項又
は第４条により割り振られた１週間の正規の勤
務時間（以下この条において「割振り変更前の
正規の勤務時間」という。）を超えて勤務時間
を割り振られた警察官には、割振り変更前の正
規の勤務時間を超えて割り振られた勤務時間中
に勤務した全時間（人事委員会規則で定める時
間を除く。）に対して、勤務１時間につき、第
５条に規定する勤務１時間当たりの給与額に10
０分の25から1 0 0分の50までの範囲内で人事委
員会規則で定める割合を乗じて得た額を超過勤
務手当として支給する。 

４ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ
られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務
時間条例第３条第１項、第４条及び第５条第１
項の規定に基づく週休日又は勤務時間条例第３
条第３項及び勤務時間条例第５条第２項におい
て読み替えて準用する同条第１項の規定に基づ
く勤務時間を割り振らない日における勤務のう
ち人事委員会規則で定めるものを除く。以下こ
の項及び次項において同じ。）の時間及び勤務
時間条例第５条第１項（同条第２項において読
み替えて準用する場合を含む。）の規定により
勤務時間を割り振られ、割振り変更前の正規の
勤務時間を超えて割り振られた勤務時間中にし
た勤務の時間（人事委員会規則で定める時間を
除く。以下この項及び次項において同じ。）の
合計時間数が１箇月について60時間を超えた警
察官には、その60時間を超えて勤務した全時間
に対して、第１項及び前項の規定にかかわらず
、勤務１時間につき、第５条に規定する勤務１
時間当たりの給与額に次の各号に掲げる時間の
区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得
た額を超過勤務手当として支給する。 
(１)・(２) 略 

５・６ 略 
 

（休日勤務手当) 
第17条の２ 祝日法による休日等（勤務時間条例
第３条第１項又は第４条の規定に基づき毎日曜
日を週休日と定められている警察官以外の警察
官にあっては、勤務時間条例第９条に規定する
祝日法による休日が勤務時間条例第４条及び第
５条第１項の規定に基づく週休日に当たるとき
は、人事委員会規則で定める日）及び年末年始
の休日等において、正規の勤務時間中に勤務す
ることを命ぜられた警察官には、正規の勤務時
間中に勤務した全時間に対して、勤務１時間に
つき、第５条に規定する勤務１時間当たりの給
与額に1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0までの範
囲内で人事委員会規則で定める割合を乗じて得
た額を休日勤務手当として支給する。これらの
日に準ずるものとして人事委員会規則で定める
日において勤務した警察官についても、同様と
する。 

 

 
 
 
 
 
 

（超過勤務手当） 
第15条 略 
２ 略 
３ 第１項の規定にかかわらず、勤務時間条例第
５条の規定により、あらかじめ勤務時間条例第
３条第２項又は第４条により割り振られた１週
間の正規の勤務時間（以下この条において「割
振り変更前の正規の勤務時間」という。）を超
えて勤務時間を割り振られた警察官には、割振
り変更前の正規の勤務時間を超えて割り振られ
た勤務時間中に勤務した全時間（人事委員会規
則で定める時間を除く。）に対して、勤務１時
間につき、第５条に規定する勤務１時間当たり
の給与額に1 0 0分の25から1 0 0分の50までの範
囲内で人事委員会規則で定める割合を乗じて得
た額を超過勤務手当として支給する。 

 
 
４ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ
られ、正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務
時間条例第３条第１項、第４条及び第５条の規
定に基づく週休日における勤務のうち人事委員
会規則で定めるものを除く。以下この項及び次
項において同じ。）の時間及び勤務時間条例第
５条の規定により勤務時間を割り振られ、割振
り変更前の正規の勤務時間を超えて割り振られ
た勤務時間中にした勤務の時間（人事委員会規
則で定める時間を除く。以下この項及び次項に
おいて同じ。）の合計時間数が１箇月について
60時間を超えた警察官には、その60時間を超え
て勤務した全時間に対して、第１項及び前項の
規定にかかわらず、勤務１時間につき、第５条
に規定する勤務１時間当たりの給与額に次の各
号に掲げる時間の区分に応じ、当該各号に定め
る割合を乗じて得た額を超過勤務手当として支
給する。 

 
 
 
 

(１)・(２) 略 
５・６ 略 
 

（休日勤務手当) 
第17条の２ 祝日法による休日等（勤務時間条例
第３条第１項又は第４条の規定に基づき毎日曜
日を週休日と定められている警察官以外の警察
官にあっては、勤務時間条例第９条に規定する
祝日法による休日が勤務時間条例第４条及び第
５条の規定に基づく週休日に当たるときは、人
事委員会規則で定める日）及び年末年始の休日
等において、正規の勤務時間中に勤務すること
を命ぜられた警察官には、正規の勤務時間中に
勤務した全時間に対して、勤務１時間につき、
第５条に規定する勤務１時間当たりの給与額に
1 0 0分の1 2 5から1 0 0分の1 5 0までの範囲内で
人事委員会規則で定める割合を乗じて得た額を
休日勤務手当として支給する。これらの日に準
ずるものとして人事委員会規則で定める日にお
いて勤務した警察官についても、同様とする。 
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（管理職員特別勤務手当） 

第19条 前条第１項の規定により管理職手当を受
ける警察官のうち管理又は監督の複雑、困難及
び責任の度が高い警察官として人事委員会規則
で定める警察官（次項において「管理警察官」
という。）が臨時又は緊急の必要その他の公務
の運営の必要により勤務時間条例第３条第１項
、第４条及び第５条第１項の規定に基づく週休
日若しくは勤務時間条例第３条第３項及び勤務
時間条例第５条第２項において読み替えて準用
する同条第１項の規定に基づく勤務時間を割り
振らない日又は祝日法による休日等若しくは年
末年始の休日等（次項において「週休日等」と
いう。）に勤務をした場合は、当該警察官には
、管理職員特別勤務手当を支給する。 

２～４ 略 

（管理職員特別勤務手当） 
第19条 前条第１項の規定により管理職手当を受
ける警察官のうち管理又は監督の複雑、困難及
び責任の度が高い警察官として人事委員会規則
で定める警察官（次項において「管理警察官」
という。）が臨時又は緊急の必要その他の公務
の運営の必要により勤務時間条例第３条第１項
、第４条及び第５条の規定に基づく週休日又は
祝日法による休日等若しくは年末年始の休日等
（次項において「週休日等」という。）に勤務
をした場合は、当該警察官には、管理職員特別
勤務手当を支給する。 

 
 
 
２～４ 略 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 


